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要 旨 

 
本稿では、20～30 代を中心とする有配偶女性の個票データ（家計経済研究所『消費
生活に関するパネル調査』＜1993～2001 年調査＞）を用いて、異時点間の労働供給弾
性値である Frisch 弾性値を推計するとともに、1990 年代以降の景気後退期における、
わが国の有配偶女性の労働供給行動を明らかにした。 
分析の結果、フルタイム労働の場合、賃金が限界的に 1%変化した際の、労働市場の
参入・退出行動（extensive margin）に関する Frisch弾性値は 0.285になることがわかっ
た。また、労働時間の選択行動（intensive margin）に関する Frisch弾性値は、フルタイ
ム労働で 0.132、パートタイム労働で 0.292 と推計された。賃金の一時的な変動に対す
る労働供給行動の変化が intensive marginよりも extensive marginの影響を強く受けると
の結果は、米国の先行研究で明らかにされてきたが、わが国でもフルタイム労働を中心

に同様の特徴が示されたことになる。 
次に、就業（求職）意欲喪失効果については、景気後退が深刻化した 1997年から 1999
年にかけて、フルタイム労働に関して顕現化していたことがわかった。また、追加労働

者効果についても、本人以外の世帯収入の低下がフルタイム労働やパートタイム労働の

選択確率を上昇させるとともに、パートタイム労働の労働時間の増加を通じて、1990
年代に存在したことが示された。 
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１. はじめに 
 

多くの労働経済学の教科書において、「労働供給」は最も重要なトピックの１

つとなっており、そこでは、効用最大化原理にもとづく経済主体（個々人や家

計）が、賃金水準や経済環境に応じてどのような労働供給行動をとるかについ

て解説されている。このうち、賃金水準が限界的に 1 パーセント変化した際に

労働供給量が何パーセント変化するかを示す感応度は、「労働供給の賃金弾性

値」（以下、「労働供給弾性値」）と呼ばれており、労働市場のダイナミクスを描

写するうえで非常に重要な位置を占める。なぜならば、景気循環に伴って賃金

が変化した場合、労働供給弾性値の大きさに応じて労働供給量も変化するため、

これが労働需給や失業の大きさに直接的に影響するからである。 

労働供給弾性値は、静学モデルに基づく同時点間の労働供給弾性値と、動学

モデルに基づく異時点間の労働供給弾性値の 2 つに大別される。これまで、わ

が国では、同時点内の労働供給行動を分析した優れた先行研究が多数蓄積され

てきたものの1、労働供給弾性値の推計例を提示したものは筆者たちが知る限り

あまり多くはない。また、異時点間の労働供給弾性値にいたっては、その推計

例を示したものはきわめて少ない2。しかし、Prescott［1986］が指摘するように、

異時点間の労働供給弾性値、その中でも Frisch 弾性値と呼ばれる弾性値は、経

済学における最も重要なパラメータの 1つであり、その水準や特性については、

わが国のデータを用いた研究の蓄積が望まれる。 

そこで、本稿では、20～30代を中心とする有配偶女性の個票データを用いて、

わが国の Frisch弾性値の推計例を提示することを主たる目的とする3。分析はラ

                                                  
1 代表的なものとしては、ダグラス＝有澤の法則を検証した小尾らの一連の分析が挙げられ
る（詳細は例えば、体系的に整理された小尾・宮内［1998］、宮内［1999］を参照）。また、
関連文献としては、Shimada and Higuchi［1985］や Yoshikawa and Ohtake［1988］、Hill［1989］、
川口［1999］などがある。このほか、有配偶女性のパートタイム労働を中心とした労働供
給行動について分析したものとして、安部・大竹［1995］、神谷［1997］、永瀬［1997］、大
石［2003］、Akabayashi［2006］などが挙げられる。 
2 集計データを利用して Frisch弾性値を計測した先行研究には、Osano and Inoue［1991］、
Braun et.al［2006］、黒田・山本［2007a］がある。 
3 これまで推計例がなかったことから、わが国のマクロ経済分析で Frisch弾性値を用いたシ
ミュレーションを行う場合などには、米国の実証研究で示された Frisch 弾性値をそのまま
援用したり、アドホックな仮定がおかれたりすることが多かった。したがって、わが国の

個票データを用いて Frisch 弾性値を提示することは、1990 年代のわが国の労働供給行動を
明らかにすることのほかに、マクロ経済学・労働経済学の双方にとって学術的な貢献にも

なりうる。マクロ経済学への貢献という意味では、本稿が 20～30代を中心とする有配偶女
性という限定した層を対象としている点には留意が必要であるが、労働供給弾性値に影響
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イフサイクル・モデルに準拠し、労働供給関数の構造推定を行ったうえで、異

時点間の労働供給弾性値である Frisch 弾性値を求める。もっとも、わが国では

従来からその存在が指摘されてきたとおり、景気循環と労働供給の関係として

は、景気後退に伴って職探しを諦めてしまう求職意欲喪失効果や、景気後退に

伴う（本人以外の）世帯収入の減少を補うために労働供給量を増やす追加労働

者効果も重要である。このため、本稿では、求職意欲喪失効果や追加労働者効

果の識別も可能となるように労働供給関数を定式化したうえで、1990 年代以降

のわが国の景気後退期に、有配偶女性がどのような労働供給行動をとっていた

のかを明らかにする。 

本稿の分析上の特徴点としては、有配偶女性の労働供給行動を構造推定する

際に、労働供給行動をいくつかに分解して捉えることが挙げられる。具体的に

は、人々の労働供給行動を、就業選択行動（extensive margin）と労働時間選択行

動（intensive margin）の 2つに分ける。さらに、労働供給の形態をフルタイム労

働とパートタイム労働に分ける。このような分解によって、労働供給行動の詳

細な分析が可能となり、例えば、賃金の変化に対する労働供給行動の変化が就

業選択と労働時間選択のいずれで大きく生じるのか、あるいは、追加労働者効

果や就業意欲喪失効果があるとすれば、フルタイム労働とパートタイム労働の

いずれで顕著にみられるか、といった点を把握することができる。こうした労

働供給行動の分解を行うため、労働供給関数としては、個々人がどのような就

業形態（フルタイム労働、パートタイム労働、非就業）を選択するかを示す就

業形態選択関数（多項ロジット・モデル）4と、就業を選択した労働者がどの程

                                                                                                                                                  
を与えるライフスタイルや嗜好の変化といった事象は、本稿で分析対象とする 20～30代の
女性で顕著に現れていると推測できるため、一定の分析意義があるものと考えられる。 
4 昨今ではパネル・データの利用が可能となったことから、有配偶女性の労働供給行動を分
析する研究が多く発表されてきている。代表的なものとしては、世帯主の所得変動を恒常

的な変動と一時的な変動に分け、1990 年代に世帯主の恒常所得低下を受けて妻の追加労働
者効果が顕在化したことを示した樋口［2001］や、予期せぬ負のショックに見舞われた世
帯における妻の労働供給行動を分析した小原［2005］などがある。これらの先行研究では、
就業するかしないかという 2 値選択のプロビットモデルが採用されており、フルタイム労
働とパートタイム労働を同じ就業状態として扱っている。しかし、両者の働き方は労働条

件面等が大きく異なるため、労働供給を行う際の意志決定にも違いが生じている可能性が

ある。本稿ではこれらの先行研究で得られた知見をさらに発展させて、フルタイム労働と

パートタイム労働の就業形態の違いや就業希望者と非就業希望者の違いなどを多項ロジッ

ト・モデルで捉える。なお、1時点のクロスセクション・データを利用した多項ロジット・
モデルの先行研究には、例えば、高山・有田[1992]、大沢[1993]、松浦・滋野［2000］など
がある。中でも、松浦・滋野［2000］は、労働市場の需給状態も考慮にいれている点で本
稿と問題意識が似ているが、異時点間の代替を含めた動学的な労働供給行動を捉えるとい
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度の労働供給時間を選択するかを示す労働時間選択関数の 2つを推計する。 

本稿の構成は、以下のとおりである。次節では、Frisch弾性値についての概要

を解説する。続く 3節では、具体的に推計に用いるモデルの解説を行い、4節で

は、本稿で取り扱うデータについて述べる。5節では、分析結果を観察し、最終

節で本稿のまとめを行う。 
 
 

２. Frisch弾性値 
 

Frisch弾性値とは、動学モデルに基づく異時点間の労働供給弾性値の 1つであ

り、景気変動下での労働供給行動を表す重要なパラメータである。静学モデル

に基づく労働供給弾性値は、今期の賃金が変化したときに、今期の余暇（労働

供給）と消費の代替を通じて、人々がどれだけ労働供給量を変化させるかとい

う、同時点内の代替を捉えるものである。これに対して、動学モデルに基づく

労働供給弾性値とは、今期の賃金が変化したときに、今期における余暇と消費

の代替だけでなく、翌期以降の異なる時点の労働供給との代替も含めて、人々

がどれだけ労働供給量を変化させるかを表す、異時点間の代替を捉えるもので

ある。Frisch弾性値は、この異時点間の労働供給弾性値の 1つであり、Friedman

［1957］の恒常所得仮説に端を発したライフサイクル・モデルの考え方をベー

スとしている。 

以下、Frisch弾性値の導出方法について簡単に概要を述べる。より詳しい解説

やその他の労働供給弾性値との異同については、黒田・山本［2007a］を参照さ

れたい。 

代表的個人が (1) 式の効用関数Uを (2) 式の予算制約のもとで最大化する問

題を考える。 

 

 ∑=
t

ttt
t xhcUU ),,(β  (1) 

 
ttttttttt ycphwaraa +−+=−+1  (2) 

 

ここで、β は割引率、ctは t 期の消費、htは労働時間、xtは効用に影響を与える

                                                                                                                                                  
う点で異なる。 
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シフト変数、atは資産、rtは利子率、wtは賃金、ptは物価、ytは非勤労所得であ

る。簡単化のために、効用関数は時間 tにおいて分離可能であり、不確実性は存

在しないと仮定する。 

この異時点間の効用最大化問題の一階の条件は、内点解を仮定すると、以下

の (3)～(5) 式のように表せる。 

 

 tttttc pxhcU λ=),,(  (3) 

 ttttth wxhcU λ−=),,(  (4) 

 1)1( ++= ttt r λβλ  (5) 

 

ただし、ここで λtは資産の限界効用（marginal utility of wealth）である。さらに、

これらの一階の条件を消費 ct、労働時間 ht、資産の限界効用 λtについて整理する

と、以下の (6)～(8) 式のように、消費に関するオイラー方程式、労働時間に関

するオイラー方程式（労働供給関数）、資産の限界効用のオイラー方程式（動学

方程式）が得られる。 

 

 ),,,( ttttt xwpcc λ=  (6) 

 ),,,( ttttt xwphh λ=  (7) 

 
ttt κλλ += +1  (8) 

 

ただし、各変数は対数表示であり、 ))1(ln( tt r+= βκ である。 

ここで、Frisch弾性値は (7) 式を用いて次のように定義される。 

 

 

t

tttt
w

t

t
f w

xwphh
w
h

∂
∂

==
∂
∂

=
),,,( λη

λ

  

 

この弾性値は、今期の資産の限界効用 λt を一定とした場合に、今期の限界的な

賃金変化が労働時間をどの程度変化させるかを示す。将来の賃金や資産などの

変数は、今期の資産の限界効用を通じてのみ、今期の労働時間や消費に影響を

与えると考えられる。このため、今期の資産の限界効用を一定とすることで、

Frisch弾性値は、労働供給の異時点間の代替効果（今期の賃金変化が異時点間の
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労働供給の配分を変える効果）を含めた労働供給弾性値を表す。 

労働供給弾性値の中で動学的な要素を含んでいるのが Frisch 弾性値であり、

それは (7) 式にいくつかのコントロール変数 mt を加えた (9) 式の推計を通じ

て、賃金 wtのパラメータとして得られる。 

 
 ),,,,( tttttt mxwphh λ=  (9) 

 

なお、ここまでの議論では、代表的個人を想定し、労働供給に関して内点解

（ht  > 0）が選択されるとの仮定を置いていた。しかし、本来、労働供給弾性

値を推計する際には、労働供給に関する端点解（ht = 0）が選択される可能性も

考慮すべきである。 

上述のモデルに沿って説明すると、端点解は (4) 式において、 

 

 ttttth wxhcU λ−<= ),0,(  ⇔ ttttth wxhcU >=− λ/),0,(   

 

となる場合、すなわち、ht = 0のときの労働の限界不効用（留保賃金）が賃金を

上回るときに選択される。 

労働供給弾性値を個票データから推計する際には、代表的個人ではなく、多様

性のある個々人をサンプルとするため、(4) 式において端点解が選択されること

が少なくない。この場合、労働供給弾性値は、①賃金が 1 パーセント変化した

ときに、内点解を選択する人の労働時間がどの程度変化するかという「労働時

間の選択（intensive margin）」に加えて、②どの程度の人が端点解を選ぶように

なるか（逆に内点解を選ぶようになるか）という「就業の選択（extensive margin）」

も反映することになる。本稿では、次節で詳しく解説するように、2つの労働供

給行動を別々に推計する。 
 
 

３. 推計モデル 
 

上述のとおり、本稿では個票データを利用し、個々人の労働供給行動を、フ

ルタイム労働、パートタイム労働、非就業という 3 つの就業形態から 1 つを選

択する第 1 段階と、就業（フルタイム労働あるいはパートタイム労働）を選択

した場合に労働時間を選択する第 2 段階に分割する。そして、第 1 段階を就業
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形態選択関数、第 2段階を労働時間選択関数として表し、それぞれを推計する。

それぞれの選択関数の導出については、以下のとおりである。 
 

(1) 就業形態選択関数の導出 

 

各個人 iが選択する就業形態 jとして、フルタイム労働 f、パートタイム労働

p、非就業 nの 3つの選択肢があると仮定した多項ロジット・モデルを推計する
5。ここでは、(9) 式の端点解として就業選択関数が得られることを想定してい

るため、就業形態 j の価値を決める変数については (9) 式を参考に、消費者物

価指数 p、賃金 ijw 、個人属性・配偶者属性などのシフト変数 ix 、その他コント

ロール変数 im 、資産の限界効用 λiを考える（添え字 tは省略）。 

ただし、賃金と就業形態選択の同時決定を考慮するため、推計にあたっては、

操作変数 ijz で以下のようにセレクション・バイアスを調整したフルタイム労働

とパートタイム労働の賃金関数をそれぞれ推計したうえで、そこから算出した

推定賃金を用いる。 

 
 ( )

( )
},,{

PrlnPrlnPrln)Pr1(PrPrln'

PrlnPrlnPrln)Pr1(PrPrln'

npfj

vzW

vzW

ipin
n
niu

u
uif

f
pipipip

p
pipip

ifin
n
fiu

u
fip

p
fififif

f
fifif

=

+++−+=

++++−+=

+φφφφγ

φφφφγ

 
(10)

 

ここで右辺第 2～5項は、フルタイムあるいはパートタイムで労働しているサン

プルのみを用いて推計を行うことに伴うセレクション・バイアスを調整するも

のである。ここでは、フルタイム労働あるいはパートタイム労働へのセレクシ

ョンが 3 つの就業形態といった複数の選択肢の中から生じるものである点を考

慮し、Dubin and McFadden［1984］で開発された調整方法を採っている6。また、
j
jφ は推計パラメータである。 

なお、就業形態選択関数の推定では、就業形態ごとに ijw をもつ必要があるが、

                                                  
5 就業形態としては、非就業をさらに就業希望（広義の失業）と非就業希望に分け、合計で
4つの選択肢を想定することも考えられる。しかし、実際に 4つの就業形態を用いて多項ロ
ジット・モデルを推計した結果、就業希望と非就業希望に統計的に有意な違いがないとの

帰無仮説は棄却できなかったため、本稿では 3つの就業形態を仮定する。 
6 詳しくは Dubin and McFadden［1984］を参照。 
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(10) 式の賃金関数を推計することによって、非就業者がフルタイムあるいはパ

ートタイム労働を選択した場合の賃金など、観察されない賃金を算出すること

ができる。ただし、(10) 式の賃金関数の推計には、各就業形態を選択する確率

が必要となる。そこで、各就業形態を選択する確率については、まず賃金の代

わりに操作変数 ijz で表した誘導形の就業選択関数を推計し、そこから各就業形

態の推定確率を算出したものを（10）式に用いる。 

すなわち、推計は、①誘導形の就業形態選択関数を推計したうえで、就業形

態の選択確率を推定し、②その確率をもとにフルタイム労働とパートタイム労

働の賃金関数を推計したうえで、全サンプルのフルタイム推定賃金とパートタ

イム推定賃金を算出し、③それらの推定賃金を用いて、就業形態選択関数を推

計するという 3段階をとる。 

 

(2) 労働時間選択関数の導出 

 

フルタイム労働かパートタイム労働を選択した各個人 i がどの程度の労働時

間供給を選択するかを示す労働時間選択関数については、(9) 式に基づき、以下

の式を推計する。 

 
 },{,),,,,( pfjmxwphh iiiijiij == λ  (11) 

 

ここで、被説明変数は労働時間であり、説明変数は推定賃金も含め、就業形態

選択関数と同じものを用いる。 

 

(3) 資産の限界効用λの取り扱い 

 

上述の就業形態選択関数および労働時間選択関数は、（9）式をベースとして

いることから、共に資産の限界効用 λt を推計式に含んでいる。しかし、資産の

限界効用 λtは観察できない変数であるため、直接推計に用いることはできない。

そこで、Frisch弾性値を計測する１つの方法として、本稿ではMaCurdy［1981］

や Blundell and MaCurdy［1999］で示された方法を採用する。これは、資産の限

界効用 λt に関するオイラー方程式である (8) 式を次の(8’)式に変形し、それを 

(9) 式に代入した (12) 式を横断面データから推計する方法である。 
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tttt v+−= −− 11 κλλ  

∑∑∑∑ ==== − ++=++≈+−=
t

j t
t

j t
t

j t
t

j j vbtqvbtv
11011 10 ρλκλ

(8’) 

 ),,,,,( ttttt mqtxwphh =  (12) 

 

ただし、vt は λtに関する予測誤差、qは λtの初期値 λ0を決める変数ベクトル、ρ

はその係数ベクトル、bは簡単化のために ))1(ln( rb +=≈ βκ と仮定したものであ

る。また、ここでは横断面データを用いるため、tは年齢を意味する。 

(8’) 式は、代表的個人が資産の限界効用に関する初期値 λ0を年齢 0で設定し、

その後、年齢を重ねるとともに、新しい情報から λt をアップデートしていくこ

とを示している。ここで、初期値 λ0は年齢によって変わらない固定効果 q で説

明されると仮定し、(12) 式には、年齢 tとともに qが変数に加わっている7。本

稿では、就業形態選択関数および労働時間選択関数ともに、年齢 tと固定効果 q

を λtの代理変数として採用する。 
 
 

４. 利用データおよび変数 

 

本稿の分析には、家計経済研究所『消費生活に関するパネル調査』（1993～2001

年調査）の個票データを利用する8。 

分析の対象は、有配偶女性である。就業形態選択関数の被説明変数には、上

述の通り、フルタイム労働・パートタイム労働・非就業の 3 択を想定する。労

働時間選択関数の被説明変数には、1 ヶ月当たり労働時間（「平日の 1 日当たり

労働時間×（7－1週間当たりの休日数）」と「休日の 1日当たり労働時間×1週間

当たり休日数」の和を 1 週間当たり総労働時間としてこれを 4 倍したもの）を

                                                  
7 MaCurdy［1981］や Altonji［1986］で示されたとおり、(8) 式の差分をとったものを (9) 式
の差分をとった式に代入することによって、λtを消去した推計モデル（固定効果モデル）
を導出する方法もある。この方法を援用した例としては、黒田・山本［2007b］を参照され
たい。 
8 本稿執筆に際し、財団法人家計経済研究所には『消費生活に関するパネル調査』の利用を
ご許可いただいた。ここに記して感謝したい。 
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用いる9。各関数の説明変数については、消費者物価指数 p、賃金 ijw 、個人属性・

配偶者属性などのシフト変数 ix 、年齢 it 、資産の限界効用の初期値を決める変数

iq 、その他コントロール変数 im を考える。 

まず、就業形態選択および労働時間選択関数に採用する賃金 ijw は、(10)式の

賃金関数で推計された推定賃金であるが、その賃金関数を推計する際には、年

間収入を年間労働時間（1ヶ月当たり労働時間×12）で除した時間当たり賃金（労

働時間選択関数は対数をとったもの）を採用する。個人属性・配偶者属性など

のシフト変数 ix には、6歳未満の子どもの有無、本人以外の世帯月収、就業中の

親との同居ダミー、非就業の親との同居ダミー、世帯貯蓄、世帯借入、持ち家

ダミー、就業調整ダミー10を用いる。資産の限界効用の初期値を決める変数 iq に

は、年ダミー、都道府県ダミー、本人と配偶者の学歴ダミーを採用する。 

消費者物価指数 p は、『消費者物価指数年報』（総務省）より、県別の消費者

物価指数の年平均値を用いる。その他のコントロール変数 im には、労働市場の

需給を表すマクロ変数として、一般労働者・パートタイム労働者別の県別有効

求人倍率＜『職業安定業務統計』（厚生労働省）＞）を用いる。また、就業形態

選択関数には、前年度にその就業形態を選択していたサンプルを 1、それ以外を

0とするダミー変数を入れることで、パネル･データの特性も利用する。これは、

                                                  
9 家計経済研究所の『消費に関するパネル調査』では、労働時間に関しては予め設定された
複数の時間の範囲から該当するものを選択するタイプ（離散変数）と実際に労働した時間

を記入するタイプ（連続変数）の 2 つの質問項目が設定されており、本稿では後者を採用
している。前者の離散変数は賃金が支払われない「サービス残業」と支払いがあった労働

時間について別々の項目が設けられているという利点があるものの、選択の幅が粗いとい

う問題もある。一方、後者の場合はサービス残業が含まれている可能性があるという問題

がある。離散変数の中央値を用いた場合と、連続変数を用いた場合とで結果がどの程度異

なるか等の頑健性チェックは今後の課題である。サービス残業については、今期の労働時

間の増加が来期以降の賃金上昇や昇進を規定する可能性などが考えられ、ライフサイク

ル・モデルの射程を超えるため、本稿では深く立ち入らないが、ライフサイクル・モデル

以外の理論モデルに基づいた労働供給行動の分析も今後の重要な課題である（サービス残

業に関する先行研究については、三谷［1997］や高橋［2005］を参照されたい）。 
10 本稿の推計では、いわゆる「103万円の壁」を回避するために、就業調整をするサンプル
が存在する可能性を踏まえて、説明変数に就業調整ダミー（年収を一定額内に抑えるため

の労働時間や労働日数の調整などを行ったと回答した個人を 1 とするダミー変数）を加え
る。こうした変数を利用できるのは『消費生活に関するパネル調査』を用いるメリットの 1
つであるが、残念ながら、毎年の調査項目となっていないため、就業調整の有無を調査し

た 1993年の情報をもとに、その後も各個人が就業調整に対して同じ行動・考え方をとって
いると仮定して、各年の変数を作成した。 
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他の条件を一定とすれば、前年にフルタイムあるいはパートタイムを既に選択

している場合には翌年のジョブ・サーチコストが低いことを捉えることを意図

している。 

なお、流動性制約が存在する場合には、個々人がライフサイクル・モデルで示

されるような異時点間の労働供給代替を行いにくいため、Frisch弾性値を正しく

推計できない可能性がある11。この点に対処するため、本稿では、預貯金や有価

証券などの金融資産保有額がプラスとなっているサンプルのみを用いたケース

を推計する。つまり、預貯金等の流動資産を保有している個人であれば、たと

え借入市場が不完全であっても、自らの金融資産を取り崩すなどして異時点間

の労働供給代替を行うことができると仮定する12。 

賃金関数を推計する際に用いる操作変数 ijz には、勤続年数、勤続年数の二乗項、県別有

効求人倍率、一人当たり県民所得（『県民経済計算』＜内閣府＞）、県別消費者物価指数、

学歴ダミー、産業ダミー、企業規模ダミー、職種ダミーおよび年次ダミーを採用する。な

お、表１には、本稿の分析で使用した主要な変数の基本統計量を示した。 

 

 

 

                                                  
11 ライフサイクル・モデルに基づく Frisch 弾性値は、流動性制約が存在しないことを暗黙
裡に仮定している。しかし、流動性制約が存在する場合、(1) 式の異時点間の効用を最大化
する際に、代表的個人は  (2) 式の予算制約とともに、各期において資産がプラス
（ tat ∀> ,0 ）という別の制約も受ける。その結果、１階の条件である (8) 式の資産の限
界効用のオイラー方程式には、借入の限界効用 φ（marginal utility of borrowing）が入る。一
般に、Frisch弾性値の推計では、資産の限界効用を観察しにくいため、(7) 式とともに (8) 式
を用いるが、(8) 式に借入の限界効用 φが含まれることを考慮せずに Frisch弾性値を推計す
ると、一致性が得られなくなる（Domeij and Floden［2002］）。なお、わが国では、Kohara and 
Horioka［2006］が、20~30歳代の比較的若い既婚世帯の 8～15%は流動性制約に直面してい
ることを示している。 
12 もっとも、1990年代のわが国のように予期せぬ大きな負のショックに見舞われた経済を
分析対象とする場合は、預貯金を取り崩した世帯が労働供給行動を変化させた可能性につ

いても考慮すべきかもしれない。そこでもう 1 つのケースとして、預貯金がないサンプル
も加えた場合もあわせて推計した。紙幅の都合上、結果の掲載は割愛するが、得られた結

果は預貯金があるサンプルに限定した場合に比べて、符号条件は、ほとんど変わらないも

のの、賃金の係数は、貯蓄ありのサンプルに限った場合に比べて若干小さくなった。これ

は、流動性制約がある場合、（賃金の変動に応じて自由に労働供給を変化できないため）

Frisch弾性値が小さくなるとの理論と整合的といえる。 
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５. 推計結果 
 

(1) 就業形態選択関数 
 

表 2 に、就業形態選択関数を推計した結果を示した。表 2 では、各変数が就

業形態選択確率に与える限界効果を掲載している13。 

まず、賃金の変化に応じた就業形態選択行動（extensive margin）をみるため

に、賃金の限界効果に注目する。フルタイム労働に対するフルタイム賃金の限

界効果をみると、0.005と有意にプラスとなっている。これは、フルタイム賃金

（時給）が限界的に 100円減少すると、フルタイム労働の選択確率は 0.005%減

少することを意味する。この推計値をもとに、extensive marginの Frisch弾性値

を試算すると 0.285となる。 

一方、パートタイム賃金の限界効果についてみてみると、パートタイム労働

の選択確率に与える影響はマイナスとなっている。ここでは労働供給行動を捉

えているため、一般には、賃金は労働の選択確率にプラスの影響を与えると考

えられるが、その逆の結果が得られている点には留意が必要である。わが国の

場合、パートタイム労働の選択は賃金以外の要因で決定されることを反映して

いる可能性があるほか、本稿が準拠したライフサイクル・モデルが成立してい

ない可能性がある14。この点については今後の分析課題として残される。 

その他の変数については、特に重要と思われる 2 つの変数（県別有効求人倍

率および本人以外の世帯月収）に着目する。まず、有効求人倍率は、就業（求

職）意欲喪失効果を識別することを意図して説明変数に加えている。仮に、標

準的なライフサイクル・モデルが仮定するように、労働市場の賃金調整メカニ

ズムが完全に機能しているのであれば、労働需給の逼迫度合いはすべて賃金の

動きに反映されるため、就業形態選択関数に有効求人倍率は入らない。しかし、

賃金が労働市場を均衡させるほど十分に伸縮的ではない世界においては、賃金

の変動で拾いきれない労働需給の逼迫の度合いを有効求人倍率で捉えることが

必要となる15。そして、この有効求人倍率にかかる係数が就業（求職）意欲喪失

効果を表すこととなり、就業（フルタイム労働・パートタイム労働）に対して

                                                  
13 推定賃金を推計するための賃金関数の推計結果は、表 Aを参照されたい。 
14 Kohara and Horioka［2006］は、消費に関するオイラー方程式を推計し、わが国ではライ
フサイクル・モデルが成立していない可能性を指摘している。 
15 黒田・山本［2006］では、1990 年代のデフレ環境下において、名目賃金が下方に硬直的
となった結果、労働市場の需給が調整されず、失業率が上昇したことを示している。 
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プラスに推計されれば、需給の悪化に伴って職探しを諦め、結果的に労働供給

が減少する効果が存在することを示唆する16。そこで、表 2をみてみると、フル

タイム労働とパートタイム労働とも、県別有効求人倍率の係数は統計的に有意

になっていないことがわかる。この結果は、就業（求職）意欲喪失効果の存在

を示してきた従来の研究成果と異なるが、本当であろうか。 

この点を詳しく見極めるため、県別有効求人倍率と年ダミーの交差項を推計

式に追加し、係数が年毎に変化する可能性を探ってみた。その結果、県別有効

求人倍率の係数は、パートタイム労働については各年とも有意でなかったもの

の、フルタイム労働については年によってプラスに有意な結果が得られた。そ

こで、フルタイム労働の県別有効求人倍率の係数の推移を図１に示した。この

図をみてわかるように、就業（求職）意欲喪失効果を示す県別有効求人倍率の

係数は、1994～96 年ではゼロとなっているものの、1997 年から 1999 年にかけ

てはプラスに有意に推計されている。フルタイム労働の有効求人倍率は 1990年

代を通して低下傾向にあったが、その既往最低値は、全国平均でみて 1999年に

記録されている（0.39）。このことは、フルタイム労働については、景気後退に

伴う労働市場の需給悪化がより深刻化しないと、就業（求職）意欲喪失効果は

顕現化しない傾向があると解釈できよう。つまり、景気後退が進行してもしば

らくの間は職探しを諦めて非労働力化する行動はみられないものの、景気後退

が深刻化し、その影響が労働市場に深く浸透してくると、就業機会の減少を強

く認識し、フルタイム労働での職探しを諦める行動があることを、この推計結

果は示しているといえる。一方、パートタイム労働については、有効求人倍率

が推計期間を通して 1 を超えていたこともあって、そもそも就業（求職）意欲

喪失効果が生じる環境ではなかったと推察することができる。 

次に、本人以外の世帯月収についてみる。本稿では、本人以外の世帯月収は、

追加労働者効果を識別するために説明変数として採用している。この係数がフ

ルタイム労働やパートタイム労働に対してマイナスに推計される場合には、本

人以外の世帯月収の低下を補填するために就業するとの追加労働者効果が存在

                                                  
16 ここでは操作変数を用いて就業形態選択関数の推計を行うことで、就業形態の選択に関
する労働需要側の要因は除去されていることを想定している。しかし、現実には適切な操

作変数を取り入れることが困難であるため、ある程度の労働需要要因が混在してしまう可

能性があることは留意すべきである。つまり、就業に対する有効求人倍率の影響がプラス

に推計されたとしても、そこには労働需要側の要因として、有効求人倍率の低下が就業機

会を減らし、そのために就業を選択できる確率が低くなっている影響も含まれている可能

性がある。 
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するとみなすことができる。そこで、表 2 をみてみると、配偶者の月収はフル

タイム労働・パートタイム労働ともにマイナスで有意な結果が得られている。

つまり、1990 年代には、本人以外の世帯月収の低下が就業確率を高めるという

追加労働者効果がたしかに存在したことが確認できる。なお、この推計結果か

ら、配偶者の月収に対する労働供給弾性値（クロス弾性値）を試算すると、0.008

（フルタイム労働）、0.027（パートタイム労働）となる。 

なお、就業（求職）意欲喪失効果と同様に、Frisch弾性値と追加労働者効果に

ついても年毎に変化する可能性を調べてみたが、いずれも統計的に有意な変化

は検出されなかった。 
 

(2) 労働時間選択関数 
 
フルタイム労働とパートタイム労働のそれぞれについて、労働時間選択関数

を推計した結果は表 3のとおりである。 

まず、賃金（対数値）の係数をみると、フルタイム労働については 0.132 と

いう結果が得られた。労働時間選択関数については、被説明変数が労働時間（対

数値）なので、賃金（対数値）の係数が intensive marginの Frisch弾性値に相当

する。先に示した就業形態選択関数から得られた extensive marginの Frisch弾性

値 0.431と比べると、intensive marginの Frisch弾性値はその 1/4程度と、非常に

小さい。この結果は、労働供給のダイナミクスの大部分を規定しているのは

extensive marginであるとした Heckman(1993)の結論と整合的である。 

一方、パートタイム労働の賃金の係数は 0.292と有意な結果が得られており、

フルタイム労働よりもパートタイム労働の方が一時的な賃金変化に対して弾力

的に労働時間の調整を行っていることが把握できる。このことは、一般的にフ

ルタイム労働者よりもパートタイム労働者の方が労働時間の選択（調整）を行

いやすいことと整合的である。ちなみに、就業調整ダミーは、フルタイム労働・

パートタイム労働ともに有意となっておらず、就業調整ダミーという変数では、

必ずしも税制の歪みに伴う労働時間調整を正しく捉えられていない可能性も考

えられる。 

次に、追加労働者効果を確認するために本人以外の世帯月収をみてみると、

フルタイム労働については有意な結果がでていないものの、パートタイム労働

では、マイナスで有意な結果が得られている。この結果は表 2 でみた就業形態

選択関数における追加労働者効果の動きと同様、本人以外の世帯月収の減少を
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補填するために、パートタイム労働の労働時間を増加させる傾向が存在したこ

とが確認できる。 
 
 

６. おわりに 
 

本稿では、20～30 代を中心とする有配偶女性の個票データ（家計経済研究所

『消費生活に関するパネル調査』＜1993～2001 年調査＞）を用いて、異時点間

の労働供給弾性値である Frisch 弾性値を推計するとともに、1990 年代以降の景

気後退期に、わが国の有配偶女性がどのような労働供給行動をとっていたのか

を明らかにした。 

まず、Frisch 弾性値については、フルタイム労働の賃金が限界的に 1%上昇す

ると、フルタイム労働の選択確率が 0.005%上昇し、これを労働市場の参入・退

出行動（extensive margin）に関する Frisch弾性値に換算すると 0.285になること

がわかった。しかし、パートタイム労働については、賃金が上昇するとパート

タイム労働の選択確率がむしろ低下するという、理論と整合的でない結果が得

られた。一方、労働時間の選択行動（intensive margin）に関する Frisch弾性値は、

フルタイム労働で 0.132、パートタイム労働で 0.292 と推計された。賃金の一時

的な変動に対する労働供給行動の変化が intensive marginよりも extensive margin

の影響を強く受けるとの結果は、米国の先行研究で明らかにされてきたが、わ

が国でもフルタイム労働で同様の特徴が示されたことになる。 

次に、景気後退期に観察されやすいとされる就業（求職）意欲喪失効果と追

加労働者効果については、以下のような結果が得られた。就業機会の減少によ

って職探しを諦めて非労働力化する就業（求職）意欲喪失効果については、パ

ートタイム労働では観察されないものの、フルタイム労働では景気後退が深刻

化した 1997 年から 1999 年にかけて顕現化していたことがわかった。また、本

人以外の世帯収入の減少によって労働供給を増やす追加労働者効果については、

フルタイム労働やパートタイム労働の選択確率の上昇、さらには、パートタイ

ム労働の労働時間の増加を通じて、1990年代に存在したことが示された。 
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表 1 基本統計量 
 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

年齢 29.22 3.60 29.89 3.86 29.32 3.70

中高卒ダミー 0.23 0.42 0.28 0.45 0.26 0.44

専門学校・短大卒ダミー 0.32 0.47 0.33 0.47 0.27 0.45

配偶者の中高卒ダミー 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

配偶者の専門学校・短大卒ダミー 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

6歳未満こどもダミー 0.01 0.10 0.03 0.17 0.02 0.13

非就業の親同居ダミー 0.16 0.37 0.19 0.39 0.10 0.31

本人以外の世帯月収（10万円） 3.83 4.91 3.39 4.20 4.08 5.29

就業調整ダミー 0.00 0.07 0.00 0.06 0.01 0.10

貯蓄（100万円） 1.82 2.81 0.98 1.53 1.11 1.90

借入（100万円） 0.11 1.14 0.03 0.24 0.01 0.07

持ち家ダミー 0.75 0.44 0.67 0.47 0.73 0.45

勤務先情報

　時間当り賃金（100円） 15.63 5.05 10.48 3.52 -  -  

　月間労働時間（時間） 187.82 31.18 161.96 46.89 -  -  

　勤続年数（年） 6.13 4.11 2.52 2.64 -  -  

　規模ダミー 29人未満 0.21 0.41 0.33 0.47 -  -  

　　  （ベース 30～99人 0.15 0.35 0.10 0.30 -  -  
　　   =1000人以上） 100～999人 0.30 0.46 0.28 0.45 -  -  

　産業ダミー 建設 0.08 0.28 0.03 0.17 -  -  

　　  （ベース 製造 0.18 0.38 0.15 0.35 -  -  
　　     =その他） 卸小売 0.14 0.35 0.28 0.45 -  -  

金融・保険・不動産 0.12 0.32 0.05 0.22 -  -  

運輸・通信 0.03 0.17 0.09 0.29 -  -  

サービス 0.32 0.47 0.26 0.44 -  -  

　職種ダミー 専門・技術・教員 0.26 0.44 0.16 0.37 -  -  

　　  （ベース 事務 0.59 0.49 0.47 0.50 -  -  
　　    =技能・作業） 販売・サービス 0.08 0.27 0.23 0.42 -  -  

サンプル数 1314 279 182

非就業フルタイム労働 パートタイム労働
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表 2 就業形態選択関数の推計結果：限界効果 
 

限界効果 （t値） 限界効果 （t値） 限界効果 （t値）

フルタイム賃金（100円） 0.005 (6.59) 0.000 (-5.94) -0.005 (-6.58)

パートタイム賃金（100円） 0.000 (4.58) -0.037 (-6.40) 0.037 (6.40)

県別有効求人倍率（フルタイム） -0.002 (-0.28) 0.000 (0.28) 0.002 (0.28)

県別有効求人倍率（パートタイム） 0.000 (-0.73) 0.003 (0.73) -0.003 (-0.73)

本人以外の世帯月収（10万円） -0.001 (-2.20) -0.002 (-1.95) 0.003 (2.38)

就業調整ダミー -0.002 (-0.88) 0.014 (1.09) -0.012 (-0.93)

貯蓄（100万円） 0.000 (-1.03) -0.001 (-0.69) 0.001 (0.87)

借入（100万円） 0.000 (0.29) 0.001 (1.69) -0.001 (-1.70)

持ち家ダミー 0.001 (0.51) 0.028 (3.86) -0.029 (-3.85)

年齢 0.000 (2.39) 0.005 (4.60) -0.005 (-4.93)

消費者物価指数 -0.002 (-1.58) -0.002 (-0.37) 0.004 (0.66)

6歳未満こどもダミー -0.006 (-3.07) -0.074 (-7.14) 0.080 (7.53)

非就業の親同居ダミー 0.000 (0.03) 0.002 (0.24) -0.002 (-0.24)

中高卒ダミー 0.033 (3.46) -0.018 (-1.24) -0.015 (-0.88)

専門学校・短大卒ダミー 0.016 (2.67) -0.006 (-0.48) -0.009 (-0.64)

配偶者の中高卒ダミー 0.005 (2.83) 0.017 (2.18) -0.023 (-2.76)

配偶者の専門学校・短大卒ダミー 0.004 (1.27) -0.004 (-0.41) 0.001 (0.06)

前年のフルタイム労働ダミー 0.117 (5.99) -0.007 (-5.50) -0.110 (-5.99)

前年のパートタイム労働ダミー -0.003 (-5.86) 0.395 (15.92) -0.393 (-15.92)

定数項 0.101 (0.89) 0.365 (0.47) -0.466 -  

対数尤度

擬似決定係数

-1482.06

0.593

非就業フルタイム労働 パートタイム労働
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表 3 労働時間選択関数の推計結果 
 

パラメータ （t値） パラメータ （t値）

賃金（対数値） 0.132 (2.75) 0.292 (1.78)

県別有効求人倍率（就業形態別） -0.057 (-0.79) 0.010 (0.52)

本人以外の世帯月収（10万円） 0.001 (0.32) -0.014 (-2.48)

就業調整ダミー -0.006 (-0.19) 0.013 (0.34)

貯蓄（100万円） 0.003 (1.89) -0.009 (-2.32)

借入（100万円） 0.001 (0.32) 0.001 (0.35)

持ち家ダミー -0.012 (-0.62) -0.009 (-0.24)

年齢 -0.004 (-1.89) -0.010 (-1.91)

消費者物価指数 -0.015 (-1.24) -0.025 (-0.78)

6歳未満こどもダミー -0.023 (-1.62) -0.013 (-0.38)

非就業の親同居ダミー 0.015 (0.96) -0.001 (-0.02)

中高卒ダミー -0.050 (-1.80) 0.144 (1.71)

専門学校・短大卒ダミー -0.069 (-3.16) 0.090 (1.06)

配偶者の中高卒ダミー 0.01 (0.29) 0.19 (5.18)

配偶者の専門学校・短大卒ダミー 0.06 (2.22) 0.00 (-0.02)

定数項 6.674 (4.84) 6.821 (1.89)

その他コントロール変数

決定係数

パートタイム労働者

0.21 0.28

年、都道府県ダミー 年、都道府県ダミー

フルタイム労働者
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図 1 求職意欲喪失効果の変化：フルタイム労働者 
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備考：図中の直線は、90%信頼区間。 
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表 A 賃金関数の推計結果 
 

パラメータ （t値） パラメータ （t値）

勤続年数 0.027 (4.19) 0.027 (2.56)

勤続年数
2 0.000 (-0.75) -0.002 (-2.24)

県別有効求人倍率（就業形態別） 0.138 (1.71) 0.000 (-0.02)

県別GDP 0.000 (-0.61) 0.000 (-0.19)

消費者物価指数 0.029 (2.11) -0.025 (-1.22)

中高卒ダミー -0.143 (-6.75) -0.132 (-3.02)

専門学校・短大卒ダミー -0.062 (-3.44) -0.042 (-0.91)

セレクション調整項

　フルタイム -0.167 (-2.07) 0.015 (2.64)

　パートタイム -0.021 (-1.73) 0.096 (2.16)

　非就業 0.000 (-0.72) 0.000 (0.85)

定数項 -0.259 (-0.16) 5.413 (2.25)

決定係数

パートタイム労働者

0.47 0.25

フルタイム労働者

 


